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１．戦略策定が求められる背景 
（１）カーボンニュートラルとは 

 

 

 

 

 

 

 

（２）カーボンニュートラルが求められる背景 

地球温暖化の進行に伴い、国内外で深刻な気象災害等が発生し、今後、豪雨や猛暑のリスクが

さらに高まると予想されています。気象災害は発生した場合、損害も大きく、気候変動問題は経

済・金融のリスクと認識されています。気候変動に関する政府間パネル（IPCC）では人為起源の

気候変動は自然と人間に対して広範囲にわたる悪影響を引き起こしていると言及しています。（令

和４（2022）年度環境白書概要版より） 

令和２（2020）年１０月に、政府は令和３２（2050）年までに温室効果ガスの排出を全体とし

てゼロにする、カーボンニュートラルを目指すことを宣言しました。また、令和２（2020）年１

２月に「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」が報告され、令和３（2021）年

６月には、更なる具体化が行われ、同時期には改正地球温暖化対策推進法の公布等、施策の加速

化が始まっています。和泉市では､令和３（2021）年４月１日に､｢ゼロカーボンシティ｣への挑戦

を表明しました。 

本戦略は、令和３２（2050）年にカーボンニュートラルを実現するため、本市の地域特性を踏

まえた目標や脱炭素戦略メニューなどを定め、ゼロカーボンシティ実現に向けた道筋を示すため

に取りまとめたものです。 

 

【脱炭素についての本市の方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

カーボンニュートラル
※

とは、温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、つまり、CO2 などの温室効果ガ
スの「(人為的)排出量」から、植林、森林管理などによる「(人為的)吸収量」を差し引きにゼロにするとい
う意味です。 
※本戦略では、カーボンニュートラルをゼロカーボン、脱炭素などの用語と同義として扱います。また、化石燃料
由来のエネルギー消費を太陽光発電等の再生可能エネルギーに転換することで、温室効果ガスの排出量を実質
ゼロにするということも含みます。 

第４次 和泉市地球温暖化対策実行計画 事務事業編（令和6年3月）  

■「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき策定 

■市の事務・事業に関して、温室効果ガスの排出量の削減等に取り組むための計画 

■目標「2013 年度比で温室効果ガスを約51％削減する」 

第３次 和泉市環境基本計画（令和3年3月） 

■「和泉市環境基本条例」に基づき策定 

■環境の保全と創造に関する施策について、総合的かつ計画的に推進するための計画 

■基本目標「脱炭素化に向けて取り組む持続可能なまちをつくる」 

和泉市地球温暖化対策実行計画 区域施策編（令和6年3月）  

■「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づき策定 

■市域全体の温室効果ガスの排出量の削減等に取り組むための計画 

■目標「市域全体の温室効果ガスの排出量を、2013年度比で約47%削減する」 

和泉市ゼロカーボンシティの表明（令和3年4月） 

■持続可能な循環型社会の形成されるよう、令和3年 4月にゼロカーボンシティを表明 

■2023 年 9月 29日現在で、991 の自治体がゼロカーボンシティを表明 
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２．和泉市の概要 
（１）基礎情報 

① 自然的環境（地形、気象条件、土地利用等） 

 

位置・地形： 

本市は、大阪府南部の泉州地域の北部に位置し、大阪都心から約２５km、関西国際空港から 約

１０km の位置にあります。 

面積は 84.98 km2 、南北に細長い市域で、北は堺市、高石市に、西は泉大津市、岸和田市、忠岡

町に、東は河内長野市、 南は和歌山県に接します。 

 地形は、南高北低で、南部には和泉山脈が連なり、中部・北部は丘陵、平地が広がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：『いずみ歴史さんぽ』（2022 年）掲載地図を加工 

  

図 和泉市の位置・地形 
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土地利用状況・気象条件： 

土地利用は、総面積 84.98 km2 のうち、森林が約３７%（31.54 km2）、住宅地が約１３%（10.67 

km2）、農用地が約１０%（8.29 km2）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：令和４年度大阪府統計年鑑（令和５年３月刊行） 

 

気候は、大阪市と同様に、瀬戸内気候区に属し、温暖少雨の特徴があります。降水量は、６月

～１０月の梅雨・台風時期にかけて多く、冬季は比較的少なくなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：気象庁 HP 過去の気象データ（2013 年～2022 年）のデータを参考に作成 

 

 

 

 

 

 

 

図 和泉市の気温・降水量 

図 土地利用状況 
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日照時間は、３～８月にかけて比較的長い傾向にあります。風況は、平野部では年間平均風速

３m/s 程度で、槇尾山等南部地域は年間平均風速が４～６m/s 程度と比較的高い状況となってい

ます。なお、環境省の実施している再生可能エネルギーに関するゾーニング基礎情報の整備にお

いて、陸上風力発電の導入ポテンシャル推計条件として平均風速 5.5m/s 未満は、開発不可条件と

されています。この条件にあう、陸上風力発電の導入が期待されるポテンシャルが高い地域は、

平均風速 5.5m/s 以上の、府県境付近の稜線上など、ごく限られた地域に限定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 月別日照時間と平均日射量の推移 

出典：気象庁 HP（2010 年～2018 年平均） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 和泉市の風況マップ 

出典：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）HP 局所風況マップ 
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② 社会的概況（人口/世帯数、ごみ、自動車保有台数） 

 

人口・世帯数： 

人口は、平成２８（2016）年度以降微減傾向にあり、令和３（2021）年度の人口は約 18.4 万

人です。世帯数は、僅かに増加傾向を示しています。また、人口の年齢別構成比は、６５歳以上

の高齢者人口が増加し、６４歳以下は人口減少が進むことから、単身（単独）世帯の増加が見込

まれます。 

また、和泉市の将来人口は、約４～１２%程度減少することが予測されています。 

 

 

図 和泉市の人口・世帯数の推移 

出典：和泉市 HP 統計いずみ（令和４年版） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 年齢別人口比 

出典：和泉市 HP 統計いずみ（令和４年版） 

 

 

 

 



 

 6  

 

図 将来人口の推移 

出典：和泉市人口ビジョン（平成２７年１２月）より作成 

 

ごみ： 

ごみ総排出量は、平成２８（2016）年度の約 5.6 万トンから令和３（2021）年度の約 5.7 万ト

ンと微増傾向となっています。和泉市の市民 1 人・日当たりのごみ排出量は、平成２８（2016）

年度の 821g から令和３（2021）年度は 849g と、増加基調になっていますが、全国及び大阪府

と比較すると低い値です。和泉市における一般廃棄物焼却量は、平成２８（2016）年度の約 4.7

万トンから令和３（2021）年度の約 4.9 万トンと微増傾向となっています。このうちプラスチッ

ク組成率は、令和元（2019）年度まで一時３０%を超え、令和３（2021）年度は 28.1%となって

います。 

図 和泉市のごみ量の推移 

出典：一般廃棄物処理実態調査結果 令和３年度（環境省） 
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図 １人・日当たりのごみ排出量の比較 

出典：一般廃棄物処理実態調査結果 令和３年度（環境省） 

 

図 一般廃棄物の焼却量・プラスチック組成率の推移） 

出典：清掃事業概要 令和４年度（令和３年度実績）（和泉市環境産業部生活環境課） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 8  

自動車保有台数： 

自動車保有台数は、平成２９（2017）年度から令和４（2022）年度まで約１０万台ですが、

微増傾向にあります。和泉市の自動車保有車両数の内訳は、「乗用車」は全体の約５０%、「軽自

動車」との合計台数は全体の約９０%を占めます。 

また、「普通乗用車」の内訳では、「自家用」がほぼ全てを占め、市全体の保有台数の約２７%

にあたります。「自家用」は、営業用以外のもの「例えば自家の取り扱う貨物又は当該自動車の

所有者（又は使用者）とその家族若しくは従業員等を輸送する自動車」であり、家庭での自動車

保有台数が多いものと推定されます。 

 

表 自動車保有台数一覧表 

 

出典：大阪府統計年鑑「市町村､車種別自動車保有車両数」より作成 

 

2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和４年度

98,543 99,545 100,966 101,228 102,357 102,892

59,016 59,430 59,998 60,115 60,537 60,645

56,391 56,681 57,149 57,060 57,348 57,451

2,245 2,335 2,415 2,572 2,651 2,634

6,289 6,471 6,686 6,904 7,238 7,353

自 家 用 1,271 1,337 1,354 1,296 1,398 1,449

営 業 用 1,480 1,562 1,641 1,748 1,808 1,808

自 家 用 3,063 3,058 3,155 3,251 3,369 3,419

営 業 用 95 100 102 126 125 117

123 126 131 132 126 127

154 162 162 164 170 157

51,216 51,412 51,731 51,581 51,601 51,565

自 家 用 23,778 24,538 25,496 26,179 26,821 27,424

営 業 用 6 4 4 7 7 7

自 家 用 27,275 26,722 26,082 25,241 24,623 23,983

営 業 用 157 148 149 154 150 151

783 800 827 855 903 941

351 357 355 370 388 391

98 100 104 106 108 108

2 2 2 3 3 3

1,865 1,893 1,946 1,962 2,041 2,095

37,662 38,222 39,022 39,151 39,779 40,152

        １）自動車の種類は道路運送車両法に基づくもの。

        ア）保有車両総数、登録車両総数、貨物用総数には被けん引車を含む。

        イ）250ccを超える大型オートバイをいう。

        ウ）検査対象外軽自動車を含まない。軽自動車数については翌年度4月1日現在。

ウ）
軽自動車

営 業 用

特 種 用 途
自 家 用

営 業 用

大 型 特 殊
自 家 用

イ）
小型二輪

和泉市：車種別自動車保有車両
数

保 有 車 両 総 数

登
録
車
両

総 数

自 家 用

営 業 用

ア ） 貨 物
用

総 数

普 通

小 型

乗 合 用
自 家 用

乗 用 車

総 数

普 通

小 型

営 業 用
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図 和泉市の自動車保有台数の推移 

出典：大阪府統計年鑑「市町村､車種別自動車保有車両数」より作成 

 

 

③ 経済的概況（産業の状況等） 

 

産業構造: 

産業分類別の就業者比率は、第１次産業は平成１２（2000）年から令和２（2020）年にかけて

約１%弱で推移しており、概ね横ばいです。第２次産業は平成１２（2000）年から令和２（2020）

年にかけて３０%から約２１%に減少しています。一方、第３次産業は平成１２（2000）年から令

和２（2020）年にかけて約７０%から約７８%に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᶫ ᴇ ⁸ ѩᾦ  

出典：国勢調査より作成   
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産業分類別就業者数： 

産業分類別就業者数は、第１次産業・農林業は約 700 人程度と横ばいです。第２次産業のうち

製造業及び建設業は、平成１２（2000）年から令和２（2020）年にかけて約 0.7 倍に減少してい

ます。 

一方で、第３次産業・医療、福祉の就業者数は、平成１７（2005）年の 8,344 人から令和２（2020）

年には 11,916 人と約 1.4 倍に増加しています。なお、統計いずみ（令和２年版）「医療（医療施

設数）」によると、和泉市の医療施設数は、病院施設数は１６から１４に減少したものの、医療施

設総数は平成１７（2005）年の 115 から令和元（2019）年までに 228 に増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᶫ Ẏѝ ѩᾦ  

出典：国勢調査より作成  （2000年及び2005年と、2010年以降では、産業大分類方法が異なる） 
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（２）温室効果ガスの現況排出状況 

温室効果ガス総排出量は、基準年（平成２５（2013）年度）から減少しています。総排出量の

うち「民生部門（家庭部門・業務その他部門）が４９%」を占めています。 

 

 

図 和泉市：温室効果ガス総排出量の経年変化 出典：自治体排出量カルテ（環境省） 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 和泉市：部門・分野別構成比（2020 年度）出典：自治体排出量カルテ（環境省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 和泉市：部門別構成比の全国・大阪府との比較（2020 年度） 

出典：自治体排出量カルテ（環境省） 
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（３）再生可能エネルギーの導入状況 

①再生可能エネルギーの導入容量 

現在導入されている再生可能エネルギーの導入容量は、52,903kW であり、その約９３%を太陽

光発電が占めています。 

 

②再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

市内に賦存する再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの合計は、９８億 MJ（98,00TJ）です。

このうち、約３１%が太陽光発電、約６２%が地中熱発電とされています。 

 

※「設備容量」と「発電量」に関しての補足説明 

 再エネの大きさを表すものとして「設備容量」と「発電量」「熱量」があります。「設備容量

（単位：kW）」とは「設備の大きさ」のことを指します。一方、「発電量（単位：kWh）」とは一定

期間内に発電した「電気の総量」のことを指し「熱量（単位：TJ や GJ）」とは一定期間内に生み

出した「熱の総量」のことを指します。同じ設備容量の太陽光発電でも、地域の日照量や季節に

よって発電量が変わります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 和泉市の再生可能エネルギーの導入容量、導入ポテンシャル 

出典：自治体排出量カルテ（環境省） 

  

■和泉市内の再生可能エネルギーの導入容量 
（2021 年度） 

■和泉市 再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 
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③「地中熱」に関する再生可能エネルギーの導入ポテンシャル 

本市における「地中熱」による再生可能エネルギーの導入ポテンシャルの割合は、他の再生可

能エネルギーと比較して高くなっています。しかし、再生可能エネルギー導入ポテンシャルの種

類別の割合は、大阪府や和泉市の近隣自治体と同様の傾向です。また、人口規模、人口密度が同

程度の東京都三鷹市も同様の傾向がみられます。一方、全国の平均及び人口規模が同じでありな

がら、人口密度の小さい、苫小牧市と比較すると、太陽光発電や風力発電の割合が低く、なって

います。このように、再生可能エネルギーの導入ポテンシャルのエネルギー種類別の割合におい

て、地中熱が高くなる傾向は、都市部など人口が多く、人口密度が高い自治体に共通する傾向で

あり、太陽光発電や風力発電施設を導入できる土地が少ない地域の特徴であると考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 再生可能エネルギーポテンシャルの種類別構成割合の比較 

出典：自治体排出量カルテ（環境省） 

■堺市（近隣自治体） 

■和泉市 ■全国 ■大阪府 

 

■和泉市と人口規模が類似（人口 19～16 万人程度） 

■泉大津市（近隣自治体） 
（全国 338.2 人/ ） （大阪府 4638 人/ ） 

（堺市 5,516 人/ ） （泉大津市 5,194 人/ ） 



 

 14  

④地中熱の特徴等の整理 

地中熱は、再生可能エネルギーの中でも、天候や地域に左右されず安定したエネルギーです。

地中熱を空調に活用して省エネルギーを図ることで CO2 の排出量を削減できるうえ、排熱を大気

中に出さないメリットも有し、地球温暖化対策となるだけでなく、ヒートアイランド現象の緩和

が期待されています。 

 

地中熱は、夏は気温より低

く、冬は気温より高いという

特徴があります。深さ１０m

程度の地温は、年平均気温に

ほぼ等しくなっているのに対

して、地中熱の温度は、東京

や大阪では１７℃程度、北海道で１０℃程度です。温度が一定である地中は、気温に比べて冬に

は温かく夏は冷たいため、この温度差に着目して、ヒートポンプを介して効率的に熱エネルギー

を利用します。 

 

ヒートポンプとは、熱を温度の低い所から高い所に

移動させる設備です。ヒートポンプにより、年間を通

して温度が一定の地中を利用して、夏は外気より温度

の低い地中に熱を放熱し、冬は外気より温度の高い地

中から熱を採熱することが可能となります。 

 

 

ヒートポンプの方式として、最

も一般的なものは、地中にパイプ

をループ状に挿入し、その中で不

凍液等を循環させ熱交換を行うク

ローズドループ方式です。その他

には、井戸から揚水した地下水の

熱を直接利用するオープンループ

方式があります。 

ヒートポンプ以外にも、地中熱

を利用する方法は数種類ありま

す。 

 

 

 

 

 

出典：地中熱読本2021（環境省）を参考に作成 

 

図 地中熱の温度特性 

図 ヒートポンプの働き 

図 地中熱を利用するシステムの例 
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令和４（2022）年度に実施した環境省の調査によると、全国における地中熱利用システムの設

置件数は、合計 8,761 件（令和３（2021）年度末）となっています。利用方法はヒートポンプシ

ステムが最も多く、東日本で設置件数が多い傾向がみられます。 

 

 
図 全国における地中熱の利用状況 

出典：地中熱利用システム パンフレット（環境省） 

官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン（案）（国土交通省） 

地中熱利用にあたってのガイドライン（第４版）（環境省） 
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⑤和泉市における地中熱ポテンシャルの概況 

「大阪平野における地中熱ポテンシャルマップ」より、和泉市域における地中熱ポテンシャルマ

ップの状況を確認しました。 

不凍液等を循環させ熱交換するクローズドループ方式を採用する場合、和泉市は、70～80ｍ程

度の熱交換器長さが必要な地域とされています。 

一方、井戸から揚水した地下水を利用しヒートポンプで熱交換を行うオープンループ方式に対

しては、和泉市は適地ではなく、帯水層が薄いため熱交換に十分な地下水の揚水が見込めない可

能性がある「事前調査必要地域（揚水能力）」に分類されています。 

このため、和泉市において地中熱の利用を推進していくためには、地下水の有無、地盤の熱伝導

特性をサイトごとに把握し、地中熱利用の実現性を判定していく必要があります。 

 

ク
ロ
ー
ズ
ド
ル
ー
プ
方
式 

 

オ
ー
プ
ン
ル
ー
プ
方
式 

 

図 大阪平野における地中熱ポテンシャルマップ 

出典：大阪平野における地中熱ポテンシャルマップ（地質調査総合センター速報, No.78） 
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３．現状分析 
（１）ゼロカーボンに向けての課題認識 

本市のゼロカーボン達成にむけての地域課題は、「民生部門の排出量の占める割合が大きい」こ

とですが、現在も人口流入の続く新興開発地域もある一方で、既存街区の少子高齢化･人口減少に

直面する地域も存在し、地域ごとの実情も考慮した戦略策定が求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 和泉市の一人当たり CO2 排出量 

 

 

 

（２）地域ごとの課題 

 ニュータウンが形成される以前からある市街地では、少子高齢化、人口減少の対策となる脱炭

素戦略が求められます。一方、人口増加の続いている新興開発地域では、一人あたりの温室効果

ガスの排出量を抑制するための効率的なまちづくりが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■一部エリアの人口増加：新興開発地域は人口増加のため温室効果ガスの削減が必要 

はつが野、いぶき野等中央エリアは、新興開発時期の人口が増加しています。これらを踏まえて、中央エリ

アにおける温室効果ガスの削減が1 つの課題です。 

■既存街区の少子高齢化・人口減少 

既存街区では少子高齢化による人口減少や地域活力の低下といった課題があり、高齢者の孤立化、安

全・安心の確保など、持続可能なコミュニティの再構築が課題です。 

ゼロカーボンに向けての課題認識 

■１人当たり CO2排出量：全国と比較して小さいが、民生部門の排出量は占める割合が大きい 

本市の民生（業務その他・家庭）部門の１人当たりCO2排出量は大阪府、全国平均や同規模地域と

比べて比較的小さくなっています。しかし、本市の民生部門のCO2排出量の部門別割合は、産業及び運

輸部門と比較してかなり大きい割合を占めます。 

出典：地域経済循環分析(環境省)  201 8 年版を基に、地方公共団体実行計画(区域施策編)策定支援サイト(環境

省)、部門別CO2排出量の現況推計（2018 年度）、 国勢調査(総務省)より作成 

地域ごとの課題 
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■新興開発地域（トリヴェール和泉）では、人口が増加基調 

       

図 新興開発地域（トリヴェール和泉）範囲と人口の推移 

 

 

 

 
■全国共通の課題、既存街区の少子高齢化・人口減少が認められる 

 
図 和泉市における既存街区の少子高齢化･人口減少の例 （冨秋中学校区の高齢化･人口減少状

況） 

 

 

  

出典：和泉市富秋中学校区等まちづくり構想（和泉市） 

出典：UR都市機構HP：ニュータウン事業アーカイブ「特色あるまちづくり（複合多機能都市／基幹インフラとの一体整備）

和泉中央丘陵（トリヴェール和泉）≪大阪府和泉市≫(2) 」より作成 
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４．ゼロカーボンに向けたシナリオ 
（１）温室効果ガスの将来推計 

温室効果ガスの将来推計は、現状趨勢（BAU）ケースおよびゼロカーボンの実現に向けた対策・

施策の追加的な導入を想定した脱炭素シナリオについて実施しました。平成２５（2013）年度か

ら令和元（2019）年度の実績値および活動量は「自治体排出量カルテ」（環境省）の集計結果を参

照しました。 

①現状趨勢（BAU）ケース 

推計の結果、温室効果ガス排出量は増加傾向となりました。これは、産業部門（製造品出荷額）

や運輸部門（自動車保有台数）の活動量の増加傾向が予測されるためです。01 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 現状趨勢（BAU）ケース：温室効果ガス排出量の推計結果 

②脱炭素シナリオ 

脱炭素シナリオの推計では、「2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する-分析 2021

年６月３０日 AIM プロジェクト」（国立環境研究所）におけるネットゼロ排出シナリオ（以降、

AIM 試算とします）を参考に実施しました。推計の結果、森林吸収量（約２４千 t-CO2）を考慮し

た場合でも、実質ゼロカーボンの実現に向けては、さらに約 262 千 t-CO2 の削減のための施策を

行う必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

図 脱炭素シナリオ：温室効果ガス排出量の推計結果 
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※将来予測値は、2022年１２月時点における試算であり、今後変更の可能性があります。 

146 129 172 209 247 

215 
137 

137 
137 

137 

247 

156 
147 

143 
139 

250 

235 
263 

288 
314 

22 

26 
23 

23 

23 

2013

46%⌡ᾚ

(475)

226

-50

100

250

400

550

700

850

1000

2013

実績

2019

実績

2030

BAU

2040

BAU

2050

BAU

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
（
千

t-
C

O
2
）

産業 業務 家庭 運輸 廃棄物 国の削減目標に対するバックキャスト目標

880

683

800

860

742

 

 

146 129 150 159 
82 

215 
137 112 89 

65 

247 

156 120 
93 

64 

250 

235 
187 

131 

55 

22 

26 

23 

23 

20 

567.7

470.3

261.7

-33 -27 -24 -24 -24 

2013

46%⌡ᾚ

(475.3)

225.5
Љкלם

-50

100

250

400

550

700

850

1000

2013

実績

2019

実績

2030

脱炭素

2030

脱炭素・

森林考慮

2040 

脱炭素

2040

脱炭素・

森林考慮

2050

脱炭素

2050

脱炭素・

森林考慮

温
室
効
果
ガ
ス
排
出
量
（
千

t-
C

O
2
）

産業 業務 家庭 運輸 廃棄物 森林考慮 森林吸収量 国の削減目標に対するバックキャスト目標

880.3

683.2

592.0

494.6

286.0

Ḅḵ᷀ᴻḤḻ ᶊᶟᵰ 

ᵴᶨᶊ 2 t -CO2  

( 24 t - CO 2 )  

2030 ֹ 475 t -CO 2 

֩ 2ֹ 013 46 ð  ֪

 



 

 20  

（２）エネルギー消費の将来推計 

①現状趨勢（BAU）ケース 

現状趨勢（BAU）ケースでは、最終エネルギー消費量は約１８%増加する見込みとなりました。

最終エネルギー消費量は、統合エネルギー統計（資源エネルギー庁）等から推計しました。 

 

 

 

図 現状趨勢（BAU）ケースにおける最終エネルギー消費量（TJ）の推移 

 

②脱炭素シナリオ 

脱炭素シナリオケースでは、最終エネルギー消費量は約６１%削減される見込みとなりました。

最終エネルギー消費量は、総合エネルギー統計（資源エネルギー庁）等から推計しました。また、

ゼロカーボンの実現に向けた対策・施策（AIM 試算）の追加的な導入を想定※したシナリオとしま

した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 脱炭素シナリオにおける最終エネルギー消費量（TJ）の推移 

 
 

AIM 試算：「日本温室効果ガス排出量削減目標達成に関する AIM モデルによる分析結果」・「2050 年脱炭素社会実現の姿に関する一試

算」ほか（国立環境研究所 AIMプロジェクトチーム） 

※将来予測値は、2022年１２月時点における試算であり、今後変更の可能性があります。 

 

2013 年度比 約 2,525 TJ （約 18%）増加 

※将来予測値は、2022年１２月時点における試算であり、今後変更の可能性があります。 

 

2013年度比 8,417 TJ（約61%）削減 
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（３）再生可能エネルギーの導入目標 

①令和１２（2030）年再生可能エネルギーの導入目標（TJ）： 

和泉市では、令和１２（2030）年度 CO2 排出量目標を、地球温暖化対策計画の各部門削減目標

を上回ることと設定し、「平成２５（2013）年度比４７％削減に相当する CO2 総排出量約 461 千

t-CO2」とします。 

和泉市の令和１２（2030）年度の脱炭素シナリオにおける推計値は約 592 千 t-CO2 であり、目

標を達成するには、脱炭素シナリオに対し、さらに約 131 千 t-CO2 相当する分を削減する必要があ

り、これをエネルギー量に換算した値 約 1,819TJ を再生可能エネルギーの導入目標と設定しま

す。 

 

2030 年度再生可能エネルギーの導入目標 約 1,819 TJ（≒505,286 MWh） 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

図 温室効果ガスの排出実績と計画年度における温室効果ガス排出量との比較 
 

表 2013 年度排出実績および 2030 年度の排出量・再エネ導入量目標（和泉市） 

 
 
 

部  門 

2013 年 
(基準年） 

2030 年度目標数値 
（記載目標を上回るものと

する） 

和泉市目標
値と 

脱炭素シナ
リオ推計値

の差分 

2030 年度再エネ導入量目標 

CO2 排出量
実績値 

2030 年 CO2

排出量目標値 

基準年に対
する 

削減率  

導入電力量 
  

導入エネルギ
ー量  

（千 t-CO2)  （千 t-CO2)  ― （千 t-CO2)  （MWh） （TJ） 

産業部門 146 91 38% 59 236,514 851 

業務その他部門 215 105 51% 7 27,381 99 

家庭部門 247 84 66% 36 142,959 515 

運輸部門 250 163 35% 25 98,432 354 

（非エネ起源
CO2）廃棄物分野 

22 19 14% 4 ― ― 

合計 880 461 約 47% 131 505,286 1,819 
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再エネ導入目標部分： 約 1,819（TJ） 
（和泉市目標値と脱炭素シナリオ推計値

の差分：約 131 千 t-CO2に相当） 

2013

 

地球温暖化対策計画の 

2013 年比・各部門削減

目標を上回る 

・和泉市の2030年度温室効果ガス排出量目標は、記載の数値を上回るものとする。 
・廃棄物分野におけるCO2削減量は非エネルギー起源CO2であるため、再生可能エネルギー導入量に見込まない。 
・2030年度の電力排出量係数は全電源平均0.25kg-CO2/kWh（出典：2030年度におけるエネルギー需給の見通し） 
・将来予測値は、2022年１２月時点における試算であり、今後変更の可能性がある。  
・端数処理の関係上、各部門の値の和と合計値に差が生じている。 
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②令和３２（2050）年度再生可能エネルギーの導入目標設定に向けた考え方： 

再生可能エネルギーを最大限導入し、温室効果ガスの排出を抑制するためには、電化や脱炭素

燃料（水素や合成燃料等）の使用などのエネルギー転換が必要です。エネルギー転換を行った場

合の最終エネルギー消費量における燃料種別割合を以下に示します。令和３２（2050）年度は AIM

試算に基づく想定割合を参考にしました。 

想定の結果、ほとんどの部門において、令和３２（2050）年度には脱炭素燃料や再エネへのエ

ネルギー転換が進むことが予想されます。エネルギー種別割合から求めた令和３２（2050）年度に

おけるエネルギー量は、和泉市において再生可能エネルギーへの転換可能と考えられる電力および熱

供給が約 3,335TJ、それ以外の化石エネルギー（石炭、石油、ガス）および水素、合成燃料等によるエ

ネルギー量の合計が約 1,995TJ と推計されます。 

表 2019 年度および 2050 年度のエネルギー消費構成（和泉市） 

 

 

・各数値について、端数処理の関係から、合計が100%とならない場合があります。 

・「2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する-分析 2021 年6 月30 日 AIM プロジェクト」（国立環境研

究所）における想定を参考に、2019年度の和泉市におけるエネルギー消費構成を踏まえて2050年のエネルギー

消費構成を想定しました。 

 

表 2050 年度の部門別エネルギー消費量の内訳 

 

・化石エネルギー（石炭、石油、ガス）は、2050年度にあっても引き続き使用が見込まれる。また、非化石エネルギーのうち再エネ、

水素、合成燃料は、CO2排出量ゼロと想定している。  

旅客 貨物

非化石 再エネ 1.1% 3.2% 0.9% 0.0% 0.0%

エネルギー電力 20.9% 63.8% 55.1% 0.0% 0.0%

熱供給 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% 0.0%

水素 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合成燃料 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

化石 石炭 0.6% 2.3% 0.0% 0.0% 0.0%

石油 60.3% 13.6% 5.0% 100.0% 99.9%

エネルギーガス 16.9% 17.1% 39.0% 0.0% 0.1%

2019年度

エネルギー種別
産業部門 業務その他部門 家庭部門

運輸部門

旅客 貨物

非化石 再エネ 12.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

エネルギー電力 34.2% 93.3% 73.7% 98.0% 84.0%

熱供給 0.0% 1.7% 0.0% 0.0% 0.0%

水素 22.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合成燃料 17.8% 5.0% 11.2% 2.0% 16.0%

化石 石炭 9.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

石油 2.2% 0.0% 15.1% 0.0% 0.0%

エネルギーガス 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

2050年度

エネルギー種別
産業部門 業務その他部門 家庭部門

運輸部門

自動車

（旅客）

自動車

（貨物）
鉄道

エネルギー消費量 2,394 1,010 1,036 233 578 78 5,330

819 959 763 229 485 78 3,335

1,575 51 273 5 92 0 1,995

運輸部門

合計産業部門
業務その他

部門
家庭部門

脱炭素シナリオ・エネルギー種別

（TJ)

上記以外（再エネ、水素、合成燃料

及び化石エネルギー）

電力＋熱供給
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③令和３２（2050）年度再生可能エネルギーの導入目標（TJ）：  

前頁の「脱炭素に向けたエネルギー転換（2050 年）」、および「和泉市における再生可能エネル

ギーの導入ポテンシャル量（再エネ情報カルテ・環境省）」を踏まえて、令和３２（2050）年度に

再生可能エネルギーを最大限導入したケース、令和３２（2050）年度における再エネ転換分を導

入したケース、およびこれまでの FIT 導入量の推移が継続したケースについて推計しました。 

推計の結果、令和３２（2050）年度におけるエネルギー消費量を踏まえて再生可能エネルギーへ

転換可能分を導入したケースを、再生可能エネルギーの導入目標 約3,335TJと設定いたします。 

また、再エネ最大限導入ケースは約 4,451TJ 分と推計され、再生可能エネルギーの導入目標を

上回る想定です。 

 

2050 年度再生可能エネルギーの導入目標 約 3,335 TJ（≒926,389 MWh） 

 

図 最終エネルギー消費量と再生可能エネルギー導入量の推移 

 

参考として、再エネ情報カルテ（環境省）に示される、「和泉市における再生可能エネルギーの

導入ポテンシャル量」から算出した再生可能エネルギーを最大限導入した場合の導入量を以下に

示します。 

 

図 参考）再生可能エネルギー導入ポテンシャルに基づく最大限導入ケース  
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FIT導入量の推移が継続したケース

2050 年

エネルギー種別内訳
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５．戦 略 
（１） 全体戦略テーマ 

 戦略の全体テーマとして、“脱炭素が生みだす市民の新しい豊かな暮らし～ゼロカーボン、み

んなで進めるまちづくり～”を掲げます。 

本市では、民生部門の温室効果ガスの排出削減が課題となっています。民生部門の温室効果

ガスの削減において重要なことは、市民・事業者一人ひとりの取組みです。民生部門における

取組みは、例えば、再エネ電力への切り替え、太陽光パネルの設置、省エネ機器の導入や省エ

ネ活動の徹底など多岐に渡ります。さらにそれぞれについて、導入・実施方法や活用可能な支

援制度が複数ある場合が多く、市民・事業者が何をどうすべきか判断が難しい状況にあります。 

脱炭素化を達成するために、本市では、様々な脱炭素に関する情報を横断的かつ相互連関さ

せ、わかりやすく集約し、市民・事業者に情報提供するとともに、不足する部分については適

切な施策を講じます。これにより、市民・事業者一人ひとりがゼロカーボンに向けて何をすべ

きかを把握し、ひいては、脱炭素が生み出す新しい豊かな暮らしに向けて取組めるようなまち

づくりを本市は目指していきます。 

 

 
 

令和３２（2050）年のカーボンニュートラルの達成に向けては、「再エネの導入」、「省エネの促

進」、「再エネ由来電力への切替」の３点が市民、事業者、行政全ての主体にとって重点的な取組

みになります。 

 環境省は脱炭素につながる新しい豊かな暮らしの実現に向けた国民の行動変容、ライフスタイ

ル転換のうねり・ムーブメントを起こすべく、新しい国民運動である「デコ活」を推進していま

す。本市では「再エネの導入」、「省エネの促進」、「再エネ由来電力への切替」の重点的な取組み

を中心として、脱炭素と将来の豊かな暮らしを後押しするような取組みを推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

戦 略 テ ー マ 
 

脱炭素が生みだす市民の新しい豊かな暮らし 
～ ゼロカーボン、みんなで進めるまちづくり ～ 
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出典：環境省 HP  デコ活 くらしの中のエコろがけ 

（https://ondankataisaku.env.go.jp/decokatsu/） 
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（２） 戦略展開を踏まえたロードマップ 

和泉市では、令和１２（2030）年度 CO2 排出量目標を、国の地球温暖化対策計画の各部門削

減目標を上回ることとします。次ページ以降に記載する、脱炭素戦略メニューの推進による排出

削減を基本として、令和１２（2030）年度は各部門の削減目標は国の地球温暖化対策計画の目

標を上回るものとします。 

令和３２（2050）年のカーボンニュートラル達成に向けては、森林吸収、域外からの電力調

達、CCS、CCUS、J クレジット等の活用によるカーボンオフセットを検討します。 

表 2030 年 CO2 排出量の目標数値 

部門 

2013 年度 
排出実績 

2030 年度排出量目標 
2030 年度 

CO2 排出量目標（記載数
値を上回るものとする） 

削減率 
（記載数値を上回る

ものとする） 
（千 t- CO2） （千 t- CO2）  

産業部門 146 91 38% 
業務その他部門 215 105 51% 

家庭部門 247 84 66% 
運輸部門 250 163 35% 

（非エネ起源 CO2） 
廃棄物分野 22 19 14% 

合計 880 461 約 47％ 

・端数処理の関係上、各部門の値の和と合計値に差が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域脱炭素戦略のロードマップイメージ 
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CCS、CCUS、Jクレジット等の活
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脱炭素戦略メニューの推進

による排出削減
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６．戦略の展開 

脱炭素戦略メニューは下表のとおりです。各メニューは表に示す計１３の類型に整理すること

ができます。ここでは１３の類型ごとに、戦略メニューを展開するための取組内容について整理

します。 

 

表 脱炭素戦略メニューの一覧と類型整理 

 

類 

型 
脱炭素戦略メニュー 内  容 

関わりが 

深い主体 

公共 
公共施設・文教施設

における脱炭素化 

公共施設・文教施設における ZEB 化推進、省エネ化

推進、太陽光パネルの導入推進 
市 

イン

フラ 

社会インフラ用地に

おける取組 

社会インフラ用地を活用した太陽光発電施設の導入

と電力の地産地消の推進 
事業者・市 

商業 
商業施設における脱

炭素化 

商業施設における ZEB 化支援、省エネ化支援、太陽

光パネル、BEMS の導入推進 
事業者・市 

商業 
事業所における脱炭

素化 

事業所における ZEB 化支援、省エネ化支援、太陽光

パネル、BEMS の導入推進 
事業者・市 

住宅 
集合住宅・戸建住宅

における脱炭素化 

集合住宅・戸建住宅における ZEH 化支援、省エネ化

支援、太陽光パネル、HEMS の導入推進 

市民・ 

事業者・市 

住宅 
集合住宅・戸建住宅

における脱炭素化 
再エネ電力の普及啓発・切替え推進、支援 市民・市 

啓発 
文教施設における啓

発 
文教施設における環境教育、啓発活動 

市民・ 

事業者・市 

啓発 
文教施設における啓

発 
文教施設における啓発イベントや見学会の開催推進 

市民・ 

事業者・市 

啓発 
文教施設における啓

発 
学生発信の脱炭素活動の支援 市民・市 

啓発 公園における啓発 自然との共生等の環境教育と啓発活動の展開 市民・市 

森林 森林資源の育成 いずもく育成の場となる健全な森林資源の保全 事業者・市 

森林 
いずもくの活用と産

業創出 
いずもくを活用する取組みの推進 

市民・ 

事業者・市 

森林 
いずもくの活用と産

業創出 
いずもくを活用したふるさと納税返礼品の検討 事業者・市 

森林 
いずもくの活用と産

業創出 
いずもくを生産できる事業所の育成 事業者・市 

 

全体戦略テーマで示した重点的な取組みに該当

する取組みに本マークを付しています。 
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公園 
公園における脱炭素

化 

公園における省エネ化推進、太陽光パネルの導入推

進 
市 

交流 
商業施設における取

組 

商業施設を活用した若者への啓発活動、交流事業の

展開 

市民・ 

事業者・市 

交流 住宅街における取組 町会・自治会との協働よる啓発活動 市民・市 

交流 
世代間の交流促進、

地域活性化 
世代間の交流を促進するイベントによる地域活性化 市民・市 

遊 休

地 
遊休地の活用 太陽光発電施設の導入推進 事業者・市 

EV 
公用車への EV（電気

自動車）等の導入 
公用車の EV 等への更新 市 

EV EV 等の普及促進 公共交通への EV 等の導入推進・普及啓発 事業者・市 

EV EV 等の普及促進 
EV 等を使用したデマンドタクシー導入推進・普及啓

発 
事業者・市 

EV EV 等の普及促進 大学への EV スクーター等の導入推進・普及啓発 事業者・市 

EV EV 等の普及促進 EV 充電施設の導入推進・普及啓発 事業者・市 

EV EV 等の普及促進 
EV 等の次世代自動車の普及支援と V2H 等の電源と

しての利用推進・普及啓発 

市民・ 

事業者・市 

EV EV 等の普及促進 
災害時、EV 等の電源としての活用について、メーカ

ーとの協定の検討・普及啓発 
事業者・市 

EV EV 等の普及促進 
商業施設等でのグリーンスローモビリティの導入推

進・普及啓発 

市民・ 

事業者・市 

EV EV 等の普及促進 
商業施設等での EV 等の送迎バスの導入推進・普及啓

発 

市民・ 

事業者・市 

連携 工業団地との連携 余剰エネルギーの地産地消 事業者・市 

た め

池 
ため池の活用 ため池を活用した太陽光発電施設の導入推進 事業者・市 

交通 
交通分野における取

組 

AI、ICT、MaaS を活用したオンデマンド交通の導入推

進 
事業者・市 

交通 
交通分野における取

組 

エコドライブ、カーシェアリング、公共交通の利 推

奨、シェアサイクルの導入推進 

市民・ 

事業者・市 

交通 自転車の活用推進 電動アシスト自転車等の導入推進 市民・市 
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図 脱炭素戦略メニューの類型のシンボル図案  

１３の戦略メニュー類型：シンボル図案 
脱炭素戦略メニューは多岐に及ぶため、類型を整理するとともに、シンボルイメージを作成し

ました。このようなツールを活用することで、将来、どこで、どのような取組が行われているか
を容易に共有できることが期待されます。 

 

(１)公共 

 
公共施設・文教施

設等へのメニュー 

(２)インフラ 

 
社会インフラ用地

を活用したメニュ

ー 

(３)商業 

 
商業施設等を活用

したメニュー 

(４)住宅 

 
集合住宅・戸建住宅

を活用するメニュ

ー 

(５)啓発 

 
文教施設等での環

境教育、啓発イベ

ントのメニュー 

(６)森林 

 
森林資源（いずも

く）を活用するメ

ニュー 

(７)公園 

 
公園を活用した取

組メニュー 

(８)交流 

 
あらゆる人々が参

画する環境イベン

ト、啓発活動、交流

事業の展開等メニ

ュー 

(９)遊休地 

 
遊休地（空き地な

ど）を活用するメ

ニュー 

(１０)EV 

 
EV（電気自動車）等

を活用するメニュ

ー 

(１１)連携 

 
工業団地ほか民間

事業と連携するメ

ニュー 

(１２)ため池 

 
ため池を活用する

メニュー 

(１３)交通 

 
移動手段の導入支

援、オンデマンド

交通等を活用する

メニュー 

           

 

 

 

 

 

【和泉市の市章】    【戦略メニュー類型の形状】 

 

シンボル図案の外郭形状は、「和泉市の市章」の特徴をモチー

フとして太陽が輝く様をイメージしています。 
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（１）公共施設・文教施設等へのメニュー 

（類型：公共） 

 

取組内容 ・ 公共施設・文教施設における ZEB 化推進、省エネ化推進、太陽光パネル

の導入推進 

施設の類型 行政系施設、学校教育施設、市営住宅、子育て支援施設、社会教育系施設、

市民文化系施設、スポーツ･レクリエーション系施設、保健･福祉施設、医療

施設、産業系施設、都市基盤系施設･普通財産、公園、病院施設、上下水道施

設、公営企業会計施設 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇公共施設・文教施設における ZEB 化推進、省エネ化推進、太陽光パネルの導入推進 

 太陽光パネルの導入推進においては、初期費用０円モデル（PPA モデル）による導入を検討し

ます。初期費用０円モデル（PPA モデル）は、初期費用０円モデルもしくは、PPA モデル（Power 

Purchase Agreement：電力販売契約）とは、第三者所有の契約形態のことを言います。設備の所有

は第三者（多くは PPA 事業者と言われます）が持つ形となるため、資産保有をすることなく再エ

ネ利用（太陽光の自家消費等）が実現できます。初期費用は０円の場合が多く、需要家は発電し

た電気の使用料を PPA 事業者に支払います。 

また、公共施設の更新においては、ZEB 化を検討します。また、施設改修等においても、ZEB を

目指した改修を検討します。ZEB 化においては、一般的な建物に比べて建設費が高くなるため、

補助金等を活用し、財政負担を軽減できる計画を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 PPA モデルのイメージ 
出典：環境省 HP 再エネスタート（https://ondankataisaku.env.go.jp/re-start/howto/03/） 
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図 ZEB のイメージ及び説明 
出典：環境省 HP ZEB PORTAL（https://www.env.go.jp/earth/zeb/about/index.html） 

 

 

 

（２）社会インフラ用地を活用したメニュー 

（類型：インフラ） 

【取組内容に関連する事項】 

〇社会インフラ用地を活用した太陽光発電施設の導入と電力の地産地消の推進 

インフラ空間を活用し太陽光発電施設の導入を推進します。水道施設の活用例としては、沈殿

池、ろ過池、浄水池、配水池などの上部や管理棟建屋の屋上などのスペースに太陽電池パネルを

設置し、太陽光発電を行うことが可能です。鉄道施設の活用例としては、駅舎及びホームの屋根

等への太陽光発電施設の設置が想定されます。電力の地産地消により、電力供給源の分散化によ

る大規模災害時に起こる広域停電などのリスク低減、地域経済の活性化等のメリットがあります。 

図 公共インフラを活用した再生可能エネルギー設備の導入例 
 

出典：大阪広域水道企業団 HP 環境やさしい水づくり 

（https://www.wsa-osaka.jp/soshiki/niwakubo/joho/gaiyo/niwakubo/2675.html）を加工して作成  

取組内容 ・ 社会インフラ用地を活用した太陽光発電施設の導入と電力の地産地消の

推進 

施設の類型 上下水道施設、鉄道施設等 

¸ ךּףּ ḭ ︡ ZEB Ḯלּ
¸ ḭ ( ) (EV/PHV ) ︣ Ḯ

ÅZEBḲNet Zero Energy Building( ḱ
ḱ ṇḱ ) Ḯ

︡ צּ ḭ ︣
ṇ ︣ כֿ ︡

Ḯ

Å צּ ︡ ךּ ḭ
ṇ ︣ כֿ קּ ךּ

ḭצּ ṇ ︡ḭ
︣ ṇ שּ כֿ ḭ

ṇ ( ) ︣ Ḯ

Ḳ ZEB PORTAL[ ḱ ṇ ]

https://www.env.go.jp/earth/zeb/about/index.html
https://www.wsa-osaka.jp/soshiki/niwakubo/joho/gaiyo/niwakubo/2675.html
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（３）商業施設等を活用したメニュー 

（類型：商業） 

 

取組内容 ・ 商業施設における ZEB 化支援、省エネ化支援、太陽光パネル、BEMS の導

入推進 

・ 事業所における ZEB 化支援、省エネ化支援、太陽光パネル、BEMS の導入

推進 

施設の類型 大規模商業施設、駅前等の商業施設群、ロードサイド商業施設等 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇商業施設における ZEB 化支援、省エネ化支援、太陽光パネル、BEMS の導入推進 

大規模商業施設、駅前等の商業施設の ZEB 化を支援します。照明・空調など設備の運用改善、

高効率な設備への転換などによる省エネ化を支援します。商業施設の屋根や屋上、壁面へ太陽光

発電設備の導入を支援します。省エネ化を目指し、エネルギーマネジメントシステム（BEMS）の

導入を推進します。 

 

〇事業所における ZEB 化支援、省エネ化支援、太陽光パネル、BEMS の導入推進 

事業所の ZEB 化を支援します。照明・空調など設備の運用改善、高効率な設備への転換などに

より省エネ化を推進します。大規模商業施設の屋根や屋上、壁面へ太陽光発電設備を導入を支援

します。省エネ化を目指し、エネルギーマネジメントシステム（BEMS）の導入を推進します。 

 

 

（４）集合住宅・戸建住宅を活用するメニュー 

（類型：住宅） 

 

取組内容 ・ 集合住宅・戸建住宅における ZEH 化支援、省エネ化支援、太陽光パネル、

HEMS の導入推進 

・ 再エネ電力の普及啓発・切替え推進、支援 

施設の類型 集合住宅、戸建住宅 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇集合住宅・戸建住宅における ZEH 化支援、省エネ化支援、太陽光パネル、HEMS の導入推進 

新規集合住宅・戸建住宅の建築、老朽化時の更新に際して、ZEH 化を支援します。高断熱化に

よる省エネ化、屋上への太陽光発電設備の設置を推進します。省エネ化を目指し、エネルギーマ

ネジメントシステム（HEMS）の導入を支援します。 

また、太陽光パネルの導入推進にあたっては、共同購入事業の実施を検討します。共同購入事

業とは、導入を考える需要家が複数集まり、見積もりを取得することで、スケールメリットを生

み出す事業のことで、導入費用の低減化が見込めます。 
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図 ZEH のイメージ及び説明 

出典：資源エネルギー庁HP  日本のエネルギー 2021年度版 「エネルギーの今を知る10の質問」

（https://www.enecho.meti.go.jp/about/pamphlet/energy2021/010/） 

 

○再エネ電力の普及啓発・切替え推進、支援 

再生可能エネルギー由来の電力を使う電力プランが小売電気事業者から提供されています。再

エネ電力の普及を促進するため、再生可能エネルギー由来の電力プランへの切替推進、支援を行

います。 

 

 

（５）文教施設等での環境教育、啓発イベントのメニュー 

（類型：啓発） 

 

取組内容 ・ 文教施設における環境教育、啓発活動 

・ 文教施設における啓発イベントや見学会の開催推進 

・ 学生発信の脱炭素活動の支援 

・ 自然との共生等の環境教育と啓発活動の展開 

施設の類型 文教施設（学校施設、スポーツ施設、社会教育施設及び文化施設等） 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇文教施設における環境教育、啓発活動 

将来の脱炭素中心世代に向け、学校における環境教育、啓発活動を進めていきます。子どもが

学校で学んだ内容を家庭で話題とすることで保護者等へ啓発が進み、子どもから大人まであらゆ

る世代を巻き込んだ、全世帯対象包括的ゼロカーボンを目指します。 

 

〇文教施設における啓発イベントや見学会の開催推進 

 子どもから大人まで広い世代が訪れる文教施設において啓発イベントを支援し、あらゆる世代

に脱炭素社会に対する理解を広める検討を行います。 
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図 環境教育の取組イメージ 

出典：環境省 子ども向けESD・SDGsパンフレット 

 
 
 

（６）森林資源（いずもく）を活用するメニュー 

（類型：森林） 

 

取組内容 ・ いずもく育成の場となる健全な森林資源の保全 

・ いずもくを活用する取組みの推進 

・ いずもくを活用したふるさと納税返礼品の検討 

・ いずもくを生産できる事業所の育成 

対象サイト 森林等 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇「いずもく」とは 

和泉市内産木材（愛称：いずもく）は、おおさか材認証制度により登録された認定事業者が製

材した「おおさか材」の内、和泉市内で伐採、製材され、産地に関する証明が可能である木材の

ことです。おおさか材認証制度は、大阪府が認定した「林業活動促進地区」において生産された

木材を、大阪府に登録された認定事業者がおおさか材としての証明を行うものです。 
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〇いずもく育成の場となる健全な森林資源の保全 

 森林環境譲与税を活用し、森林関係団体等との協働により、森林の間伐等を行うことで健全な

森林資源の保全に努めます。また、森林ボランティアの育成を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 森林保全と活用のイメージ 

出典：林野庁 木質バイオマスのエネルギー利用の現状と今後の展開について（第1回 林業・木質バイオマス発電の成長産業化に

向けた研究会 資料） 

 

〇いずもくを活用する取組みの推進 

和泉市木材利用基本方針に基づき、公共建築物の新築・改築や備品・消耗品調達等の際、いず

もく利用を推進します。また、いずもくで建てよう支援事業により、住宅等を新築・改築等する

際のいずもく利用に対して、補助金の交付を行います。 

 

〇いずもくを生産できる事業所の育成 

いずもくの普及促進のため、「おおさか材」登録事業者の育成に関わる支援を実施します。 

 

 

（７）公園を活用した取組メニュー 

（類型：公園） 

 

取組内容 ・ 公園における省エネ化推進、太陽光パネルの導入推進 

施設の類型 公園 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇公園における省エネ化推進、太陽光パネルの導入推進 

街灯設備を LED 化する等、設備の高効率化により省エネを図るとともに、景観等に配慮した上

で公園内の施設の屋根への太陽光発電施設の導入を推進します。 
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（８）あらゆる人々が参画する環境イベント、啓発活動、交流事業の展開等メニュー 

（類型：交流） 

 

取組内容 ・ 商業施設を活用した若者への啓発活動、交流事業の展開 

・ 町会・自治会との協働よる啓発活動 

・ 世代間の交流を促進するイベントによる地域活性化 

施設の類型 商業施設、学校施設、大規模公園 

 
【取組内容に関連する事項】 

〇商業施設を活用した若者への啓発活動、交流事業の展開 

商業施設におけるイベントの開催、施設内のコミュニティ・ラウンジの整備等を通して、若者

への啓発と交流を促進します。 

 

〇町会・自治会との協働よる啓発活動 

町会・自治会を通した啓発活動を増やすことで、地域内の交流や世代間の交流を促進し、地域

課題の解決に向けてのきっかけづくりや、協働意識の醸成を支援します。 

 

〇世代間の交流を促進するイベントによる地域活性化 

脱炭素社会創出という共通の課題を通して、若者世代同士の横のつながりのみならず、世代間

の交流を促進し、全世代が協働して課題にあたる地域力を活性化させます。 

 

 

（９）遊休地（耕作放棄地、空き地など）を活用するメニュー 

（類型：遊休地） 

 

取組内容 ・ 太陽光発電施設の導入推進 

対象サイト 遊休地（空き地など） 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇太陽光発電設備の導入推進 

遊休地への太陽光発電設備の設置を推進します。遊休地は、土地の管理が不十分であることに

より害虫の発生、雑草の繁茂による景観の悪化や不法投棄等の問題が生じます。そうした土地に

太陽光発電設備を設置し、定期的に土地の管理を実施することで各種問題の解消につながり、ま

た再生可能エネルギーによる発電が可能となります。 
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（１０）EV（電気自動車）等を活用するメニュー 

（類型：EV） 

 

取組内容 ・ 公用車の EV 等への更新 

・ 公共交通への EV 等の導入推進・普及啓発 

・ EV 等を使用したデマンドタクシー導入推進・普及啓発 

・ 大学への EV スクーター等の導入推進・普及啓発 

・ EV 充電施設の導入推進・普及啓発 

・ EV 等の次世代自動車の普及支援と V2H 等の電源としての利用推進・普

及啓発 

・ 災害時、EV 等の電源としての活用について、メーカーとの協定の検討・

普及啓発 

・ 商業施設等でのグリーンスローモビリティの導入推進・普及啓発 

・ 商業施設等での EV 等の送迎バスの導入推進・普及啓発 

施設の類型 商業施設、住宅 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇公共交通への EV 等の導入支援 

コミュニティバスなど、市内公共交通への EV 、PHEV、FCV 導入支援を行います。市では公用

車への電動車導入を進めており、燃料電池車、EV、ハイブリッド車を複数台導入済です。車両更

新の際に、導入をさらに進めます。 

 

〇EV 等の次世代自動車の普及促進と V2H 等の電源としての利用支援 

EV 、PHEV や充･給電施設の導入への支援を通じて、市内への普及、EV を活用した電源の確保

（V2H；Vehicle to Home、V2L；Vehicle to Load）を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 EV 等の活用イメージ 
出典：電動車活用促進ガイドブック（一般社団法人次世代自動車振興センター） 

 

 

〇商業施設等でのグリーンスローモビリティの導入支援 

商業施設内を運行する車両、商業施設から市内を周回する車両に対し、グリーンスローモビリ

ティ（時速 20 ㎞未満で公道を走ることができる電動車を活用した小さな移動サービス）を活用で

きるよう、導入の支援を行います。脱炭素のみならず、高齢者の移動手段の確保に寄与します。 
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（１１）工業団地ほか民間事業と連携するメニュー 

（類型：連携） 

 

取組内容 ・ 余剰エネルギーの地産地消 

施設の類型 工業団地 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇余剰エネルギーの地産地消 

工業団地の事業所などで、太陽発電設備やバイオマス発電設備由来の余剰エネルギーについて、 

余剰エネルギーを周辺地域に融通し、エネルギーの地産地消をめざします。 

 

 

（１２）ため池を活用するメニュー 

（類型：ため池） 

 

取組内容 ・ ため池を活用した太陽光発電施設の導入推進 

対象サイト ため池 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇ため池を活用した太陽光発電施設の導入推進 

ため池への太陽光発電設備の導入を推進します。設置に際しては、利水や維持管理面への配慮、

防災・減災機能の確保、多面的機能（生態系保全・景観・文化等）の発揮の維持にも配慮します。 

 

 

図 ため池における太陽光発電の実施例 

出典：自然エネルギー活用レポート No.3  水上に太陽電池パネル 3700 枚が浮かぶ池（公益財団法人  自然エネルギー財団） 
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（１３）移動手段の導入支援、オンデマンド交通等を活用するメニュー 

（類型：交通） 

 

取組内容 ・ AI、ICT、MaaS を活用したオンデマンド交通の導入推進 

・ エコドライブ、カーシェアリング、公共交通の利 推奨、シェアサイク

ルの導入推進 

・ 電動アシスト自転車等の導入推進 

施設の類型 商業施設、住宅 

 

【取組内容に関連する事項】 

〇AI、ICT、MaaS を活用したオンデマンド交通の導入推進 

移動の利便性向上、既存の公共交通機関の維持・活性化、高齢者の外出機会の創出や地域活性

化などに向けて、個々の利用者の移動ニーズに対して細やかな対応を可能とする情報通信技術な

どの先端技術を活用して利用者の便益を増進します。 

 

〇エコドライブの推奨、カーシェアリングの推奨、公共交通の利 推奨、シェアサイクルの導入

推進 

脱炭素のみならず、事故削減にもつながるエコドライブの普及啓発を行います。カーシェアリ

ング、シェアサイクルなど、自家用車両の代替となる移動手段の整備を支援します。 

 

〇電動アシスト自転車等の導入推進 

電動アシスト自転車等の導入推進を行うことで、自動車交通の抑制と温室効果ガスの抑制を図

る。 
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■コラム：脱炭素先行地域について 

 我が国では、令和２（2020）年１０月において、令和３２（2050）年までにカーボンニュート

ラル、すなわち脱炭素社会の実現を目指すことを宣言しました。以降、多数の自治体がゼロカー

ボンシティ宣言を実施し、令和５（2023）年９月２９日現在、その数は 991 の自治体に及びます。

和泉市は、令和４（2022）年１２月ゼロカーボンシティ宣言を行いました。 

 国はこれらの取組を支援するため、「地域脱炭素ロードマップ」を定め、先行的に脱炭素を実現

していくためのモデル自治体に対して集中的に支援を行う制度をつくりました。 

 本戦略を着実に進めていくためには、市の取組以外に民間事業者との協働による取組み方法と

してこのような制度を効果的に活用していくことも考えられます。 

 なお、これらの制度を活用していくためには、市内に立地する事業者等との連携が一層求めら

れます。和泉市においては、多様な産業、あらゆる世代を対象とした教育が存在します。これら

の力も取り込みながら、戦略を推進することが必要となります。 

 
  

先行地域に選定されると本事業が活用可能 先行地域の選定を受けなくても活用可能

出典：環境省 中央環境審議会総会（第２９回） 資料３ ③地域脱炭素の推進に向けた取組について 
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７．取組体制 
（１）庁内の体制 

「地域脱炭素戦略」は、あらゆる施策分野にまたがる取組であることから、和泉市の全庁横断

的な協働を進めるほか、和泉市環境審議会へ進捗状況の報告等を行います。 

また、取組状況に応じて、脱炭素戦略に係る専門部会等の設置も検討します。 

 

図 地域脱炭素戦略に関する庁内実施体制 

 

（２）関係者との協働の推進 

事業の推進においては、民間事業者、市民も含めた多様な主体、全世代を対象とした包括的な

取組が必要です。このため、産業界、行政機関、教育機関の関係者等（ステークホルダー）との意

見交換など行うほか、事業の実施においては、連携や協働の体制の構築を検討しつつ、戦略を推

進していきます。 

 

図 事業実施において連携・協働が想定される関係者のイメージ 

 

表 地域脱炭素戦略に推進に関する役割等 

和泉市 全体調整と戦略の推進 

 （和泉市環境審議会） 助言 

民間事業者 個別の事業の推進 
（エネルギー、土地開発、建設、金融、小売、運輸、教育、農業等関

連性のある事業者の参画を促す） 

環境省 アドバイス、補助事業 

大阪府 アドバイス、補助事業 

市民 参加、協働 

 

関係機関

等との

連携・協働

和泉市

民間事

業者

環境省大阪府

市民


